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様式第３号（第６条第１項関係）

誓 約 書

　誓約いただけない場合、奨励金の交付対象とはなりません。　

私は、以下の事項について同意・誓約します。記載した内容については虚偽等ありません。

①　申請書の内容は事実に相違なく、市の定める奨励金の交付対象者要件を満たしており、対象外となるものに該当しません。
②　私（申請者）は、次に掲げる者のいずれにも該当しません。
ア　発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上が同一の大企業（中小企業基本法第２条第１項各号に定める資本金の額若しくは出資の総額又は常時使用する従業員の数を超える規模の会社をいう。以下同じ。）によって所有されている者
イ　発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上が大企業によって所有されている者
ウ　大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている者
エ　暴力団（弘前市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団及び同条例第５条第２項に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）、暴力団と密接な関係を有する者及びこれらの者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準ずる者及び支配人をいう。）となっている法人
オ　風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務受託営業を行っている者
カ　宗教法人及び宗教法人以外で宗教活動に係る事業を行っている者並びに政治活動に係る事業を行っている者キ　同窓会、同好会その他の構成員相互の交流、交歓、意見交換等を主な目的とする公益法人等
[bookmark: _GoBack]ク　互助会、共済会その他の構成員の福利厚生、相互救済等を主な目的とする公益法人等
ケ　後援会その他の特定の個人又は団体の支援を主な目的とする公益法人等
コ　国、地方公共団体その他の公共団体から資本金、基本金等の４分の１以上の出資、出捐等を受け、又は継続的な財政的援助を受けている者
③　賃上げ率の算定に当たっては、ベースアップによる基本給単価の増加額のみを用いています。
④　追加書類の提出など検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。
　また、申請内容に虚偽が判明した場合は、奨励金の返還等に応じます。
⑤　申請書記載の内容について、市が保有する公簿等によりこの事実を確認することに同意します。
⑥　申請書記載の内容について、賃金台帳等からの明らかな転記誤りや計算誤り等があった場合は、正しい数値等に読み替えて審査することに同意します。
⑦　追加提出資料を指定された期日までに提出しなかった場合は、奨励金の不交付として取り扱われることに同意します。
⑧　申請書及び添付書類の内容について、市が他の行政機関等に確認等を行うとともに、他の行政機関等が奨励金の交付要件の該当性等を審査するため必要な場合であって、当該審査に必要な限度で、申請書類及び添付書類に記載された情報を他の行政機関等の求めに応じて情報提供することに同意します。

以下に代表者が署名してください。代表者が署名出来ない場合は、記名・押印してください。署名又は記名・押印をもって同意・誓約したものとします。
	所在地又は住所
	氏名

	
	　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

（法人の場合は法人名、代表者役職名及び氏名）



